
 

国際水準ＧＡＰ条件整備事業実施要領 
 

 （趣旨） 

第１条 この事業の実施については、熊本県補助金等交付規則（昭和５６年熊本県規

則第３４号）及び熊本県農林水産業振興補助金等交付要項（以下「要項」とい

う。）に定めるもののほか、この要領により実施し、予算の範囲内において実

施するものとする。 

 

（目的） 

第２条 国際水準ＧＡＰの取組に必要な各種分析費用の支援、環境整備支援、国際水

準ＧＡＰに向けたモデル農業組織等の活動支援を行うことにより、ＧＡＰ取組

の普及を図ることを目的とする。 

 

（事業内容及び事業主体） 

第３条 第１条の趣旨を踏まえ、国際水準ＧＡＰ条件整備事業の事業メニュー、事業

主体、採択要件等は、別表のとおりとする。 

   

 （事業実施計画の承認申請） 

第４条 要項第３条の事業実施計画書は、別記第１号様式によるものとする。 

 

 （事業実施計画の変更申請） 

第５条 要項第５条第１項の事業実施変更計画書は、別記第１号様式を準用する。 

 

 （補助金等の交付申請） 

第６条 要項第６条第２項第１号の事業計画書は、別記第２号様式によるものとする。 

 

 （補助事業等の変更申請） 

第７条 要項第８条第２項の事業変更計画書は、別記第２号様式を準用する。 

 

 （交付決定前着手） 

第８条 要項第９条の補助金等交付決定前着手承認申請書は、別記第３号様式による

ものとする。 

 

 （実績報告） 

第９条 要項第１３条第２項第１号の事業実績書は、別記第４号様式によるものとす

る。 

 

 （補助金等の請求） 

第１０条 要項第１５条第２項に規定する概算払又は前金払により補助金等の交付

を受けようとするときは、当該請求書に別記第５号様式を添付するものとす

る。 

 

（財産の処分の制限） 

第１１条 要項第１７条に規定する期間は、別紙１に定める期間とする。 



 

 

 （推進指導） 

第１２条 県は、市町村、農業団体等の関係機関の理解と協力を得て、相互に緊密な

連携を図りながら事業主体に対し、事業の実施について指導を行う。 

 

 （報告の聴取） 

第１３条 県は、事業の推進に当たり必要な事項について、事業主体から報告を求め

ることができるものとする。 

 

 （その他） 

第１４条 この要領に定めるもののほか、この事業の実施に関し必要な事項は別に定

める。 

 

附 則 

この要領は、平成３０年５月２１日から施行する。 

附 則 

この要領は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、令和３年４月１日から施行する。 

   附 則 

この要領は、令和４年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

別紙１（第１１条関係） 

財産処分の制限期間 

処分を制限する財産の名称等 処分制限 

期間（年） 
施設設備等の分類 財産の名称、構造等 

国際水準ＧＡＰの認証取

得に必要な施設整備、資

材導入及び設備改修に必

要な資材導入 

防油堤 １７年 

農薬保管庫 ６年 

※その他の財産処分の制限期間は、農林畜水産業関係補助金等交付規則（昭和３１年

農林省令第１８号）第５条に定める期間を準用する。 


